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安全対策も急速に進歩して、出火率も急減したも
のと推測される。（2）の時期に車両火災発生率が
横ばいになっているのは、昭和50年（1975）頃にそ

のような安全対策の向上が一段落し、以後はしば
らく一定の性能が維持される状態が続いたと考え
れば理解できる。

それでは、（3）の時期に再び車両火災発生率が
急減したのはなぜだろうか？　その理由を探るた
め、消防庁火災報告データを分析してみた。

自動車事故との関係
平成12年（2000）頃を境に車両火災発生率が急

減しているのは、この頃から自動車事故が急減し
たためではないか、という仮説がある。

図３は、交通事故発生状況の推移を示したもの
である。

 図３は図１と一見似ているが、交通事故件数は
平成12年（2000）頃から横ばいになり平成17年
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車両火災件数と車両火災発生率の推移
図１は、日本の車両火災件数の推移を見たもの

である。車両火災には、自動車だけでなく、列車
の車両火災なども含まれる。

この図から、日本の車両火災件数は、昭和50年
（1975）頃から急増したが、平成12年（2000）頃を
ピークに急減し、現在ではピーク時の半分以下に
減少するという、極めて特異な傾向を示しているこ
とがわかる。

図２は、自動車保有台数１万台当たりの車両火
災件数（車両火災発生率）の推移を示したもので
ある。

上述のとおり車両火災には自動車火災以外に鉄
道車両等の火災も含まれているが、自動車保有台
数に比べて鉄道車両保有台数は十分小さい※ため、
無視しうるものとして分析している。
※�国土交通省「陸運統計要覧」（最終平成17年（2005）版）で
は、自動車保有台数7,899万2,060台に対し、鉄道車両保有
台数13万6,412台となっており、鉄道車両数は自動車車両数
の0.17％に過ぎない。

図２から、日本の車両火災発生率は、
（1）�昭和41年（1966）から昭和50年（1975）まで

の10年間に５分の１に急減
（2）�昭和50年（1975）から平成12年（2000）まで

の25年間はほぼ横ばいで推移
（3）�平成12年（2000）以降再び減少に転じ、令和

３年（2021）には平成12年（2000）に比べ半分
以下に減少

という特徴的な変化を示していることがわかる。
昭和50年（1975）から平成12年（2000）までの

車両火災発生率がほぼ変わらなかったため、同時
期に自動車数が増加した分だけ車両火災件数も増
加したが、平成12年（2000）以降は車両火災発生
率が急減したため、自動車数は依然として増加し
ているにもかかわらず、車両火災件数は急減して
いる（図１）。

図２で、（1）の時期に車両火災発生率が急減し
ているのは、この時期に日本の自動車の性能が急
激に向上し、エンジンや燃料系統、電気系統などの

［第87回］

火災統計からみた自動車火災の最近の傾向
〈部材へのプラスチックの多用と難燃化〉

前回は、厚木の駐車場の火災を契機に、自動車に用いられるプラスチック類の急増が駐車場火
災やその対策に大きな影響を及ぼすのではないかという視点から整理した。今回は、自動車に
用いられるプラスチック類の急増が、自動車火災そのものにどんな影響を与えているのか、それ
に難燃規制などがどう関わっているのか、という視点から考えてみたい。

図１　車両火災件数の推移（1965〜2021）（火災
年報及び消防白書より作成）

図２　自動車１万台当たり車両火災件数の推移
（1966〜2021）（火災年報、消防白書及び自動車検
査登録情報協会・自動車保有台数推移表より作成）

図３　交通事故発生状況の推移（1972〜2021） 
（警察白書）

図４　車両火災のうち衝突により発火した火災件数とその割合（1995〜2019）
（消防庁火災報告データから作成）
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放火火災との関係
平成12年（2000）頃を境に車両火災発生率が急

減しているのは、この頃から放火火災が急減した
ためではないか、という仮説もある。

図５は、車両火災件数と放火（放火の疑いを含
む。以下同じ）による車両火災の件数の推移を示し
たものである。放火火災は確かに車両火災と同様
の増減傾向を示しているが、図５を見ると、放火火
災を除いた車両火災件数もほとんど同様の増減傾
向を示している。したがって、放火の急減は、車両
火災発生率が急減した主要な要因の一つではある
が、他にも大きな要因があることがわかる。

なお、放火火災の増減状況は車両火災に限らず
建物火災などでも全く同様であり、窃盗犯の増減
状況ともよく似ている。その理由として、防犯カ
メラの普及による抑止効果が大きいのではないか
と考えられている（ 本誌2023年８月号拙稿第
82回「放火火災（1）放火火災の実態」参照）。

着火物別火災件数
平成12年（2000）頃を境に車両火災発生率が急

減しているのは、この頃から車両の難燃化が進んだ
ためではないか、という仮説もある。

⑴�2001年以降急減しているもの：
�電気配線類、座席シート、エンジン、ボディ、
バンパー、車体塗装部

⑵�2001年以降も減少傾向が見られないもの：
タイヤ、モーター、その他（の物品）
このように特定の物品のデータが一斉に急変す

る一方、他の物品のデータが横ばいになるという事
態が偶然生じるとは考えにくい。このような現象
の理由として最も可能性のあるのは、規制強化で
ある。

まず平成５年（1993）４月13日付けで「道路運
送車両の保安基準に係る技術基準」という運輸省

（当時）自動車局長通達が発出されており、それま
でなかった「内装材料の難燃性の技術基準」が定
められている。

さらに、この技術基準をもとに、平成14年（2002）

７月15日付けで「道路運送車両の保安基準の細
目を定める告示」が定められ、その別添26として、
翌平成15年（2003）７月７日付けで「内装材料の
難燃性の技術基準」が定められている（参考資料
参照）。

自動車局長通達はいわゆる行政指導であり、法
律上の強制力はないはずだが、当時の状況を考え

（2005）頃を境に急激に減少へ転じていて、図１と
は多少違う。

また、図４は車両火災の件数とそのうち衝突に
より発火した火災の件数及びその割合である。

 図４から、車両火災のうち衝突により発火した
火災件数は平成12年（2000）頃から減少に転じて
おり、図１と同様な傾向を示しているが、その割合
は車両火災全体の４～８％であることがわかる。

図３及び図４から、自動車事故の減少は車両火
災発生率の減少の要因の一つではあるが、主要な
要因とはいえない、ということができる。

図６と図７は、自動車火災（ここでは車両火災の
うち自動車に最初に着火した火災をいう。以下同
じ）の着火物別火災件数の推移を示したものであ
る。この図では、交通事故により発火した火災と、
放火により発生した火災は除いている。着火物と
は、火災時に最初に着火した物をいう。

これらのグラフを見ると、最も多くを占める電気
配線類を着火物とする自動車火災のグラフは、車
両火災全体のグラフによく似ており、他の物品を
着火物とする自動車火災の多くも、同様に平成12
年（2000）前後から減少の傾向を示していることが
わかる。

図６と図７は、自動車の構成部品の難燃性能が
向上して自動車火災の減少に貢献した可能性をう
かがわせる。

着火物別自動車100万台当たり火災件数
図８と図９は、図６と図７の傾向を詳しく検討

するため、自動車100万台当たりの着火物別出火
件数（平均出火率）の形で５年ごとに平均して見た
ものである。

図８と図９から、着火物別平均出火率は、大き
く以下の２種類に分けられることがわかる。

図５　車両火災件数と放火・放火の疑いの火災件数
（1975〜2021）（消防白書より作成）

図６　自動車火災（交通事故・放火による火災を除く）の着火物別火災件数（件数
の多いもの）の推移（1995〜2019）（消防庁火災報告データより作成）

図７　自動車火災（交通事故・放火による火災を除く）の着火物別火災件数（件数
の少ないもの）の推移（1995〜2019）（消防庁火災報告データより作成）

https://www.fesc119.net/media/2023_08_22More.pdf
https://www.fesc119.net/media/2023_08_22More.pdf
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（2000）前後だったと考えれば、この時期を境に「ボ
ディ」の一部や「座席シート」に着火する火災が急
減した理由は説明できる。

しかし、これだけでは、それ以外のものを着火物
とする火災や、エンジンなど難燃化との関係が薄
いものを着火物とする火災もほぼ同時に急減して
いることの説明はできない。例えば、自動車の電
気配線類の難燃化についての規制強化は見当たら
ないのに「電気配線類」に着火する火災が同時期
に急減していることの説明にはなっていない。

製造物責任法の影響
このことの説明として、自動車業界の関係者か

ら、「当時、製品の欠陥や事故に対して企業責任
が強く求められるようになり、平成６年（1994）に
製造物責任法（PL法）が制定されたことが、この時
期に各社が一斉に自動車の出火防止対策に取り組
んだ大きな要因ではないか」という仮説が示唆さ
れた。

当時、アメリカなどでは既に自動車の内装につ
いて厳しい難燃規制が行われており、日本のメー
カーも輸出用のものは内装を難燃化していたが、
国内向けのものは難燃処理をしていない、という
一 種のダブルスタンダードが続いていたと聞く。
そのような状況のまま、国内で発生した自動車火

考察の結果をまとめると
車両火災発生率は、平成12年（2000）頃を境に

急激な減少に転じている。その理由の一つは、た
またまこの時期に始まった監視カメラの急速な普
及による放火火災の減少である。

そしてもう一つの理由は、平成５年（1993）に運
輸省自動車局長通達が発出されて内装の難燃規制
が事実上開始され、一方、ほぼ同時期に製造物責
任法が制定されたことである。各社はこの時期に、
この通達の「内装」難燃化とともに、その範疇に
入らない「電気配線類」などの難燃化や出火防止
のためのエンジンや燃料系統の技術改良なども一
斉に行うようになり、ちょうど平成12年（2000）

頃に各種の出火防止対策を講じた自動車のストッ
クが火災統計上明らかになるほど大きくなり、そ
の後もその比率が増大し続けているためではない
かと推測される。

以上のように、自動車の難燃化は車両火災の減
少に大きく寄与しているように見える。しかし、こ
れだけでは、車両火災の着火物で最も多い「車両
内収容物」への着火が大きく減少している理由は
説明できていない。今後、車両内収容物火災の動
向や発火源との関係などについても分析する必要
がある。

また、火災報告データを分析する限り、自動車の
軽量化に伴う火災危険の増大は、難燃材料の使用
により押さえ込むことに成功しているように見え
る。しかし、この程度の難燃化で、大火源からの着
火を防ぐことができるかどうかについては、別途の
検討が必要である。

前回も述べたように、市街地大火が発生した場
合、昔は道路が延焼遮断帯として機能したが、自動
車が燃えやすければ、かえって延焼媒体として機
能してしまう可能性もある。

大地震の到来が確実視されている日本では、自
動車の軽量化に伴う火災危険の増大について改め
て研究し、不燃化、難燃化を追求していくことが求
められていると考える。

れば、事実上強い強制力を持っており、自動車メー
カーは法的強制力を持つ平成14年（2002）の告示
基準の制定を待たずに、一斉に内装材料の難燃化
に舵を切ったという可能性が考えられる。

新車の内装が全て新基準に適合するよう難燃化
されても、火災統計上その効果が現れるのは、国
内の自動車ストックの多くが新基準に適合するよ
うになってからになる。その分岐点が平成12年

（参考資料）
道路運送車両の保安基準
第20条 （乗車装置）
第４項　自動車（二輪自動車、側車付二輪自動車、
カタピラ及びそりを有する軽自動車、大型特殊自
動車並びに小型特殊自動車を除く。）の座席、座席
ベルト、頭部後傾抑止装置、年少者用補助乗車装
置、天井張り、内張りその他の運転者室及び客室
の内装（次項において単に「内装」という。）には、
告示で定める基準に適合する難燃性の材料を使用
しなければならない。

道路運送車両の保安基準の細目を定める告示
第18条 （乗車装置） 
第２項  保安基準第20条第４項の告示で定める
基準は、別添26「内装材料の難燃性の技術基準」
に定める基準とする。

災について製造物責任法を根拠に訴えられたら勝
ち目はない。各社がそう考えたとすれば、自動車
局長通達で示された「内装」の範疇に入らない「電
気配線類」などの難燃化も含めて、各社が一斉に難
燃化対策を実施したことを説明できる。

図10は、衝突に起因して発火した自動車火災の
交通事故１万件当たりの件数の推移を示したもの
である。

衝突しても自動車火災が起こらないようにする
には、燃料系統の構造や位置などの技術的工夫が
不可欠と考えられるが、図10からは、そのような
改善は難燃化対策に比べて少し早く始まり、少し
早く定常状態に移行したように見える。

出火防止のためのエンジンや燃料系統の技術改
良などは、製品欠陥による事故に対する企業責任
の高まりの中で、製造物責任法の制定を待たずに
始まっており、自動車局長通達をきっかけに各社
一斉に行うようになった難燃化対策に先行したの
ではないか、という推測も成り立つ。

そして、平成12年（2000）頃に、そのような各
種の出火防止対策を講じた自動車の比率が火災統
計上明らかになるほど大きくなり、その後もその比
率が増大していると考えれば、この時期を境に運輸
省の規制強化の範疇を超えて車両火災発生率が急
減し車両火災件数も急減したことの理由が説明で
きると考えられる。

図９　自動車火災（交通事故・放火による火災を除
く）の着火物別平均出火率の推移⑵（100万台当た
り）（1995〜2015）（消防庁火災報告データ及び自動
車検査登録情報協会・自動車保有台数推移表から作成）

図10　衝突に起因して発火した自動車火災の交通
事故１万件当たりの件数の推移（1995〜2015）
（消防庁火災報告データ及び平成29年警察白書より作成）

図８　自動車火災（交通事故・放火による火災を除
く）の着火物別平均出火率の推移⑴（100万台当た
り）（1995〜2015）（消防庁火災報告データ及び自動
車検査登録情報協会・自動車保有台数推移表から作成）


